
（４）２０２３年１０月２５日第1473号大阪歯科保険医新聞 （第三種郵便物認可）（５、15、25日発行）

こ
れ
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
す
る
場
合

こ
れ
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
す
る
場
合

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
し
た
場
合
の
課
税
関
係

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
し
た
場
合
の
課
税
関
係

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
し
た
が
取
消
し
た
い
場
合

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
し
た
が
取
消
し
た
い
場
合

ま
だ
登
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合

ま
だ
登
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合

特
殊
な
取
引

特
殊
な
取
引

少
額
特
例

少
額
特
例

８
割
控
除
・
５
割
控
除

８
割
控
除
・
５
割
控
除

２
割
特
例
の
適
用

２
割
特
例
の
適
用

税
理
士

井
上　

弘
之

経税部経税部
だよりだより

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度　

10
月
１
日
以
降
の
対
応

　

10
月
１
日
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
開
始
し
ま
し
た
。

こ
れ
ま
で
本
紙
で
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
つ
い
て
複
数
回

に
わ
た
り
解
説
し
て
き
ま
し
た
が
、
今
回
は
10
月
以
降
の

イ
ン
ボ
イ
ス
対
応
に
つ
い
て
免
税
事
業
者
と
課
税
事
業
者

に
分
け
て
見
て
い
き
ま
す
。

　

免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ

ス
登
録
を
す
る
と
課
税
事
業

者
と
な
り
、
免
税
点
以
下
で

も
消
費
税
の
申
告
・
納
付
が

必
要
と
な
り
ま
す
。
消
費
税

の
計
算
方
法
は
一
般
課
税
と

簡
易
課
税
（
要
件
あ
り
）
が

あ
り
ま
す
が
、
イ
ン
ボ
イ
ス

を
機
に
課
税
事
業
者
と
な
っ

た
事
業
者
へ
の
負
担
軽
減
措

置
と
し
て
、「
２
割
特
例
」

が
認
め
ら
れ
ま
す
。
歯
科
医

　

前
提
と
し
て
、
歯
科
医
療

機
関
が
売
り
手
と
し
た
場

合
、
取
引
相
手
の
多
く
は
患

者
（
一
般
消
費
者
）
で
す
の

で
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
は
必

要
あ
り
ま
せ
ん
。
イ
ン
ボ
イ

ス
の
発
行
を
求
め
ら
れ
る
の

は
、
企
業
に
対
し
て
社
員
健

診
や
産
業
医
を
し
て
い
る
場

合
、
賃
貸
業
で
事
業
用
店
舗

や
駐
車
場
を
経
営
さ
れ
て
い

る
場
合
な
ど
、
極
め
て
限
定

的
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
な

お
、
金
属
片
の
売
却
に
つ
い

て
は
、
古
物
商
特
例
に
よ

り
、
金
属
回
収
業
者
か
ら
イ

で
を
含
む
課
税
期
間
に
お
い

て
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
事
前
の
届
出
等
は

必
要
な
く
、
課
税
期
間
ご
と

に
適
用
す
る
か
ど
う
か
を
判

断
し
ま
す
。

　

た
だ
し
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録

と
は
関
係
な
く
課
税
事
業
者

と
な
る
場
合
（
基
準
期
間
＝

２
年
前
の
課
税
売
上
高
が
１

０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

等
）
に
は
適
用
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
図
１
で

23
年
（
令
和
５
年
）
は
、
21

年
（
令
和
３
年
）
の
課
税
売

上
高
が
９
０
０
万
円
で
あ
る

た
め
免
税
事
業
者
で
し
た

　

「
登
録
取
消
届
出
書
」
を

納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
に

提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
登
録

が
取
り
消
さ
れ
、
免
税
事
業

者
に
戻
る
こ
と
が
で
き
ま
す

が
、
取
消
届
は
イ
ン
ボ
イ
ス

登
録
を
や
め
よ
う
と
す
る
課

税
期
間
の
初
日
か
ら
起
算
し

て
15
日
前
の
日
ま
で
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
登
録
を
受
け
た
年

度
に
よ
っ
て
免
税
事
業
者
に

戻
る
こ
と
が
で
き
る
時
期
に

制
限
が
あ
り
ま
す
。

①
23
年
（
令
和
５
年
）
10
月

１
日
を
含
む
課
税
期
間
に
イ

ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
た
場
合

　

特
に
制
限
は
な
く
、
24
年

（
令
和
６
年
）
１
月
１
日
か

ら
免
税
事
業
者
に
戻
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、

23
年
（
令
和
５
年
）
12
月
17

日
ま
で
に
取
消
届
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ

の
日
は
日
曜
日
に
あ
た
り
ま

　

課
税
期
間
の
途
中
か
ら
で

も
登
録
は
で
き
ま
す
が
、
免

税
事
業
者
の
よ
う
に
登
録
日

　

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
さ
れ

た
場
合
、
基
準
期
間
に
お
け

る
課
税
売
上
高
及
び
特
定
期

を
自
由
に
指
定
す
る
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。

間
に
お
け
る
課
税
売
上
高
が

１
０
０
０
万
円
以
下
と
な
っ

て
も
、
登
録
取
消
届
を
提
出

療
機
関
の
場
合
、
こ
れ
を
選

択
す
る
の
が
最
も
税
額
が
低

く
な
る
と
思
い
ま
す
。

　

２
割
特
例
は
、
免
税
事
業

者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し

た
た
め
に
課
税
事
業
者
と
な

る
場
合
に
、
そ
の
納
付
税
額

を
売
上
に
係
る
消
費
税
額
の

２
割
と
す
る
こ
と
が
で
き
る

制
度
で
、

23
年
（
令
和
５

年
）

10
月
１
日
か
ら
26
年

（
令
和
８
年
）
９
月
30
日
ま

ン
ボ
イ
ス
の
発
行
を
求
め
ら

れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

あ
え
て
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録

を
さ
れ
る
場
合
、
２
０
２
３

年
（
令
和
５
年
）
10
月
１
日

か
ら
29
年
（
令
和
11
年
）
９

月
30
日
ま
で
を
含
む
課
税
期

間
に
お
い
て
は
、
登
録
申
請

書
の
み
を
提
出
す
る
こ
と
に

よ
り
、
課
税
期
間
の
途
中
か

ら
で
も
登
録
を
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
登
録
申
請
書
に

登
録
希
望
日
を
記
載
し
、
15

日
前
ま
で
に
納
税
地
の
所
轄

税
務
署
長
に
提
出
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

が
、
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
す

る
こ
と
に
よ
り
課
税
事
業
者

に
な
る
の
で
２
割
特
例
を
適

用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

一
方
、

24
年
（
令
和
６

年
）
は
22
年
（
令
和
４
年
）

の
課
税
売
上
高
が
１
１
０
０

万
円
で
本
来
的
に
課
税
事
業

者
で
あ
る
た
め
、
２
割
特
例

の
適
用
を
う
け
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。
こ
の
場
合
、
24

年
（
令
和
６
年
）
中
に
簡
易

課
税
選
択
届
出
書
を
提
出
す

る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
年
度

か
ら
簡
易
課
税
の
適
用
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

す
が
、
提
出
期
限
は
翌
18
日

と
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
、
ご

注
意
く
だ
さ
い
。

②
24
年
（
令
和
６
年
）
１
月

１
日
か
ら
29
年
（
令
和
11

年
）
９
月
30
日
を
含
む
課
税

期
間
ま
で
の
間
に
イ
ン
ボ
イ

ス
登
録
を
し
た
場
合

　

免
税
事
業
者
に
戻
る
の
に

制
限
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
期

間
中
に
登
録
を
受
け
た
場

合
、
登
録
日
を
含
む
課
税
期

間
、
翌
課
税
期
間
、
翌
々
課

税
期
間
は
免
税
事
業
者
と
な

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
図

２
に
お
い
て
24
年
（
令
和
６

年
）
中
に
登
録
を
受
け
て
い

る
の
で
、
免
税
事
業
者
に
戻

れ
る
の
は
早
く
て
27
年
（
令

和
９
年
）
１
月
１
日
か
ら
と

な
り
ま
す
。
こ
の
場
合
、
取

消
届
は
26
年
（
令
和
８
年
）

12
月
17
日
ま
で
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

図２　インボイス発行事業者が免税事業者に戻る場合の制限

し
な
い
限
り
免
税
事
業
者
と

な
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

登
録
取
消
届
を
提
出
し
て
い

な
い
場
合
、
２
割
特
例
の
適

用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
図
３
に
お
い
て
、
22
年

（
令
和
４
年
）
の
課
税
売
上

高
が
８
０
０
万
円
で
す
の

で
、
23
年
（
令
和
５
年
）
12

月
17
日
ま
で
に
登
録
取
消
届

を
提
出
す
れ
ば
、
24
年
（
令

　

２
割
特
例
の
適
用
が
な
い

場
合
は
一
般
課
税
か
簡
易
課

税
の
選
択
適
用
と
な
り
ま
す

が
、
簡
易
課
税
を
選
択
す
る

場
合
は
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存

は
不
要
で
す
。

　

一
方
、
一
般
課
税
を
選
択

す
る
場
合
、
仕
入
税
額
控
除

　

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
て

い
な
い
者
に
経
費
の
支
払
い

を
し
た
場
合
、
図
４
の
期
間

に
応
じ
て
支
払
っ
た
金
額
の

内
消
費
税
額
に
相
当
す
る
金

額
の
80
％
・
50
％
を
仕
入
税

額
控
除
で
き
ま
す
（
一
定
の

事
項
を
記
載
し
た
帳
簿
と
区

分
記
載
請
求
書
等
の
保
存
が

①
公
共
交
通
料
金
で
一
回
の

税
込
価
額
が
３
万
円
未
満
の

も
の
（
鉄
道
・
軌
道
・
バ
ス

・
船
舶
に
限
る
。
飛
行
機
代

・
タ
ク
シ
ー
代
は
対
象
外
）

　

以
上
述
べ
て
き
た
と
お

り
、
制
度
の
建
付
け
は
極
め

て
複
雑
な
も
の
と
な
っ
て
お

り
、
事
業
者
に
は
大
変
な
事

郵
便
サ
ー
ビ
ス
（
郵
便
ポ
ス

ト
に
差
し
出
さ
れ
た
も
の
に

限
る
）

④
従
業
員
等
に
支
給
す
る
通

　

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高

が
１
億
円
以
下
ま
た
は
特
定

期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
０

０
０
万
円
以
下
の
事
業
者

が
、
23
年
（
令
和
５
年
）
10

和
６
年
）
は
免
税
事
業
者
と

な
り
ま
す
が
、
提
出
し
な
い

場
合
は
課
税
事
業
者
の
ま
ま

と
な
り
、
２
割
特
例
を
適
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
も

し
、
２
割
特
例
を
適
用
せ
ず

に
申
告
し
、
そ
の
後
に
気
づ

い
て
も
更
正
の
請
求
は
で
き

ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ

い
。

を
受
け
る
に
は
帳
簿
と
イ
ン

ボ
イ
ス
の
保
存
が
必
要
で
す

が
、
帳
簿
の
み
の
保
存
で
仕

入
税
額
控
除
が
可
能
な
取
引

が
何
点
か
あ
り
ま
す
の
で
、

そ
の
代
表
的
な
も
の
を
ご
紹

介
し
ま
す
。

必
要
）。

　

医
療
法
人
が
そ
の
理
事
長

に
対
し
家
賃
を
払
う
場
合

や
、
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し

て
い
な
い
Ｍ
Ｓ
法
人
・
歯
科

技
工
所
と
の
取
引
に
お
い
て

こ
の
制
度
が
適
用
で
き
ま

す
。

②
自
動
販
売
機
か
ら
の
購
入

で
税
込
価
額
が
３
万
円
未
満

の
も
の
（
例
：
Ａ
Ｔ
Ｍ
で
の

振
込
手
数
料
）

③
郵
便
切
手
を
対
価
と
す
る

務
作
業
が
伴
い
ま
す
。
具
体

的
な
問
題
に
つ
い
て
は
税
理

士
等
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
出
張

旅
費
等
（
出
張
旅
費
・
宿
泊

費
・
日
当
・
通
勤
手
当
）

月
１
日
か
ら
29
年
（
令
和
11

年
）
９
月
30
日
ま
で
の
間
に

行
っ
た
１
回
の
取
引
の
合
計

額
が
税
込
で
１
万
円
未
満
の

も
の

１
．
免
税
事
業
者
の
方

１
．
免
税
事
業
者
の
方

２
．
課
税
事
業
者
の
方

２
．
課
税
事
業
者
の
方

３
．
消
費
税
額
の
計
算

３
．
消
費
税
額
の
計
算

４
．
お
わ
り
に

４
．
お
わ
り
に

図１　２割特例の可否
　　　（個人事業者又は12月決算法人：図２・３において同じ）
免税事業者が2023年に登録した場合（基準期間における課税売上高のみで判定）
年分 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
課　税
売上高 900万円 1100万円 800万円 1200万円 900万円 1000万円

２割特例 ― ― ○ × ○ ×

図３　２割特例の可否
課税事業者が2023年に登録した場合
（基準期間における課税売上高のみで判定）

年分 2021年 2022年 2023年
課税売上高 1100万円 800万円 1200万円
２割特例 ― ― ×

年分 2024年 2025年
課税売上高 1200万円 900万円
２割特例 ○ ×

図４　８割控除・５割控除
取引日 2023・10・１～2026・９・30
割合 80％

取引日 2026・10・１～2029・９・30
割合 50％

取引日 2029・10・１～
割合 ―

※ 80％控除・50％控除の特例を受ける課税仕入れである
旨を記載した帳簿と区分記載請求書等と同様の記載事項
が記載された請求書等の保存が必要

（注）基準期間：前々年（法人の場合は前々事業年度）
　　　特定期間： 前年（法人の場合は前事業年度）開始の

日以後６カ月の期間

2023年

2/1
登録

免税 免税

12/17
取消届

課税

2024年 2025年 2026年 2027年 2028年
× ×


